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令和６年度 県税決算見込額について 

 

１ 要旨 

  令和６年度の県税収入額について、集計結果がまとまったので報告する。 

 

２ 概要 

(1) 県税収入                

〇 令和６年度の県税収入は 3,437億 5,300万円で、対前年決算比 202億 1,700万円の増、

率にして 106.2％の見込み。 

〇 最終予算額からは、11億 700万円下回る見込み。 
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（単位：百万円）

R5年度

決算額 最終予算額

R5決算比

A B C C/A
対R5決算

(C-A)
対R6最終予算

(C-B)

90,718 90,296 90,641 99.9% ▲ 77 345

81,954 76,273 76,627 93.5% ▲ 5,327 354

8,764 14,023 14,014 159.9% 5,250 ▲ 9

107,355 123,080 121,797 113.5% 14,442 ▲ 1,283

8,762 10,726 10,690 122.0% 1,928 ▲ 36

98,593 112,354 111,107 112.7% 12,514 ▲ 1,247

50,420 56,009 55,854 110.8% 5,434 ▲ 155

75,043 75,475 75,461 100.6% 418 ▲ 14

323,536 344,860 343,753 106.2% 20,217 ▲ 1,107

373,453 401,923 401,781 107.6% 28,328 ▲ 142

※　地方消費税を都道府県間で清算し、市町への交付金を差し引くなどをした後の収入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　区　分

　 税　目

R6年度

決算見込額

増減

個 人 県 民 税

均 等 割 ・ 所 得 割

配当割・株式等譲渡所得割

法 人 二 税

法 人 県 民 税

法 人 事 業 税

地 方 消 費 税

そ の 他

県 税 計

（参考）

県 税 に 係 る 実 収 入 （ ※ ）
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(2) 法人事業税 業種別調定状況（現年調定分）  

  　（単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度

増減額 増減比

A B B-A B/A

食 品 ・ た ば こ 1,506 1,911 405 126.9

繊 維 821 1,105 284 134.6

パ ル プ ・ 紙 248 333 85 134.3

化 学 1,749 1,792 42 102.4

ゴ ム 725 972 247 134.1

窯 業 335 372 36 110.9

鉄 鋼 1,747 2,003 255 114.6

非 鉄 金 属 710 876 166 123.4

金 属 製 品 1,704 1,939 235 113.8

機 械 6,640 7,221 581 108.8

電 気 機 器 2,822 3,821 999 135.4

自 動 車 4,230 7,996 3,766 189.0

造 船 755 1,094 339 144.9

精 密 機 械 361 396 35 109.7

そ の 他 製 造 3,738 3,666 ▲ 72 98.1

製 造 業 計 28,093 35,496 7,404 126.4

建 設 業 8,466 9,785 1,319 115.6

商 業 22,271 23,517 1,245 105.6

金 融 5,009 7,568 2,559 151.1

証 券 873 845 ▲ 28 96.7

不 動 産 4,589 5,322 732 116.0

陸 運 2,672 2,899 227 108.5

海 運 1,136 1,223 87 107.7

通 信 1,945 2,192 247 112.7

サ ー ビ ス 14,064 14,348 284 102.0

そ の 他 1,646 1,409 ▲ 237 85.6

非 製 造 業 計 62,671 69,106 6,435 110.3

6,774 5,800 ▲ 973 85.6

1,162 957 ▲ 206 82.3

98,699 111,360 12,661 112.8

※収入金課税　：　電力供給業、ガス供給業、生命・損害保険業を行う法人

※修正・更正　：　申告内容の誤りなどにより修正申告を行った法人又は更正を受けた法人

※端数処理により増減額等が一致しない箇所がある。
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区　   分


